






















me411100.html　（2012 年 8 月 20 日確認）
2 　前掲註１。パソコンの保有率が低下する一方、特にスマートフォンの保有率
が顕著に上昇している。さらに、酒匂一郎『インターネットと法』（信山社・
2003 年）1頁では、平成 14 年のインターネット利用者数から、普及が着実に進
むであろうことを予測している。
̶ 32 ̶















































































































6 　最判昭和 31 年 7 月 20 日民集 10 巻 8 号 1059 頁。
7 　宮原守男監修『名誉毀損・プライバシー』（ぎょうせい・2006 年）44 頁以下。
8 　最判平成 9年 5月 27 日民集 51 巻 5 号 2009 頁、判時 1606 号 67 頁。
9 　東京地判平成 4年 1月 20 日判タ 791 号 193 頁。
̶ 36 ̶


























10 　W.L.Prosser, Privacy, 48 Cal.L.Rev 383(1960).
11 　東京地判昭和 39 年 9 月 28 日　下民集 15 巻 9 号 2317 頁。
12 　東京地判平成 22 年 10 月 28 日労判 1017 号 14 頁。






















東京地判平成 21 年 10 月 27 日では、インターネット掲示板上に
氏名、住所、電話番号を記載したことをプライバシー侵害とした。
判決では、氏名、住所、電話番号の一部を掲載したこともプライバ




14 　名古屋高判平成 23 年 3 月 17 日ウエストロー 2011WLJPCA03176002。なお、
原告は控訴したが、棄却された（最決平成 24 年 3 月 2 日）。
̶ 38 ̶


























































の匿名性をめぐる問題」立命館法学 292 号 484（2092）頁以下、安永正昭「インター
ネット上での名誉・プライバシー侵害からの法的保護の現状」民商法雑誌 133-4
号 586 頁以下。
17 　東京地判平成 9年 5月 26 日判時 1610 号 22 頁。
̶ 40 ̶






















11 年 6 月 23 日など。
19 　この点について、前掲註 16 和田、山口いつ子「パソコン通信における名誉毀
損」法時 69 巻 9 号 92 頁、町村泰貴「サイバースペースにおける匿名性とプラ
イバシー（一・二）」亜細亜法学 34 巻 2 号 81 頁など。
20 　五十嵐清『人格権法概説』（有斐閣・2003 年）35 頁では、名誉毀損における
被害者の特定性を、仮名使用と集団から論じている。
21 　小説における同定性の問題について、山田卓生・上机美穂「モデル小説にお


























































済法学 12 巻 39 頁など。
24 　前掲註７　201 頁。
25 　東京地判平成 10 年 9 月 25 日。なお一審では謝罪広告の掲載が認められたが、


























東京地判平成 23 年 6 月 30 日は、インターネットのウェブページ
上に、作家（被告）が連載した日記により名誉、プライバシーなど
26 　東京地判平成 13 年 12 月 25 日判時 1792 号 79 頁。評釈として栗田隆、NBL
別冊 79 号 30 頁。
27 　書籍に対する謝罪広告は、小説『宴のあと』事件（東京地判昭和39年 9月 28日）
においても請求されている。
̶ 44 ̶
























































29 　韓永學『報道被害と反論権』（明石書店・2005 年）172-177 頁、五十嵐 281 頁以下。
30 　最判昭和 62 年 4 月 24 日民集 41 巻 3 号 490 頁、一審東京地判昭和 52 年 7 月
13 日判時 857 号 30 頁、二審昭和 55 年 9 月 30 日判時 981 号 43 頁。
31 　東京地決昭和 49 年 5 月 14 日判時 739 号 49 頁。
̶ 46 ̶
























































































35 　前掲註 3　64 頁以下。安永正昭「インターネット上での名誉・プライバシー
侵害からの法的保護の現状」民商法 133 号 588 頁（2006 年）。































37 　東京地判平成 13 年 8 月 27 日　判時 1778 号 90 頁。
̶ 50 ̶















































2012 年 1 月、 欧 州 委 員 会（the European Commissioner for 
Justice , Fundamental Rights , and Citizenship）において、新た
なプライバシーとして、"right to be forgotten" が含まれた、EU 




義塾大学法学研究　84（6）号 183 頁以下（2011 年）。
41 　http://www.npr.org/blogs/krulwich/2012/02/23/147289169/is-the-right-to-
be-forgotten-the-biggest-threat-to-free-speech-on-the-internet （2012 年 8 月 20 日
確認）。
42 　http://ec.europa.eu/justice/newsroom/data-protection/news/120125_en.htm
（2012 年 8 月 20 日確認）
̶ 52 ̶
札幌法学 24 巻 1 号（2012）
に翌 2月 23 日には、アメリカにおいて、Consumer Privacy Bill of 
Rights（消費者プライバシー憲章）の草案が公開された 43。EUの



















 'customers% 20privacy% 20bill% 20of% 20rights'
 （2012 年 8 月 20 日確認）。
44 　Jeﬀery Rosen , The Right to Be Forgotten , 64 Stan. L. Rev 91 (Feb.2012) .
45 　前文（53）Any person should have the right to have personal data
 concerning them rectiﬁed and a 'right to be forgotten' where the retention of 
such data is not in compliance with this Regulation.
46 　法案 17 条１項　The data subject shall have the right to obtain from the 
controller the erasure of personal data relating to them and the abstention 
from further dissemination of such data, especially in relation to personal data 
which are made available by the data subject while he or she was a child, 






























たとえば id 42 , 45.
̶ 54 ̶


























 早稲田大学比較法学 44 巻 3 号 49 頁では、インターネット上の人格権侵害など
による、プロバイダーなど間接加害者の妨害者責任（Störerhaftung）の可能性
について論じている。
インターネット上の発言による名誉毀損・プライバシー侵害の救済（上机）
̶ 55 ̶
ような発言を放置したことに起因する責任を追及しうるであろう 49。
さらに情報拡散の容易性という観点からみれば、被害者の二次的損
害は、新聞雑誌媒体による損害よりも大きい。このような、二次的
発言者においても、責任を追及しうることも考えられよう。インター
ネットの特徴から生じる責任の所在をめぐる問題は、名誉毀損やプ
ライバシーの救済方法を検討するうえでも有用であろう。
「ひとりでほうっておいてもらう権利」というプライバシーの初
期の概念は、すでに影を潜めているといっても過言ではない。どち
らかといえば受動的であったプライバシーの捉えられ方は、現在、
情報のコントロール、あるいは、私生活の積極的な秘匿という、個
人の積極的な動きを支える形へと変化している。社会的評価の低下
の回復を目的とした、名誉毀損についても同様のことがいえよう。
現在、名誉毀損やプライバシー侵害は、インターネットあるいは
情報通信上の問題が重視されている。しかし、これらの問題の根底
には、長年残る問題がある。新しい技術のなかで考えられる解決策
が、長年の議論に一石を投じることもある。これからも進化するで
あろう情報技術のなかで、個人の名誉やプライバシーをいかに保護
することが有用であるか、今後も検討を重ねたい。
